
○ 離職・廃業 以下 離職等 ⼜ 本⼈ 責 等 就業機会 減少 離職や廃業 同等程度 状態 以下 や を得 い休業等 あ 住宅を
喪失 ⼜ そ そ あ ⽅を対象 家賃相当分を⽀給 住居及 就労機会 確保 ⾃⽴相談⽀援機関 就労⽀援等を実施

■⽀援内容

■⽀援要件
■ 離職等 経済的 困窮 住居 喪失⼜

喪失 そ あ ⽅
■ や を得 い休業等 経済的 困窮

住居喪失⼜ 住居喪失 そ あ ⽅

□ 申請⽇ い 離職・廃業 ⽇ 2年以内
あ

□ 本⼈ 責 就業機会 減少 等
給与等 減少 当該個⼈ 就労 状況

離職⼜ 廃業 場合 同等程度 状況 あ

□ 離職等 ⽇ い そ 属 世帯 ⽣計
を主 維持 い

□ 申請⽇ 属 月 い そ 属 世帯
⽣計を主 維持 い

□ 申請⽇ 属 月 け 申請者及 申請者 同一 世帯 属 ⽅ 収入 合計額 基準額
申請者 居住 賃貸住宅 家賃額 住宅扶助基準 基 く額を上限 を合算 額以下
あ
基準額
単⾝︓せ.。万円 2⼈︓11.す万円 し⼈︓1じ万円 じ⼈︓1せ.す万円 す⼈︓20.9万円
住宅扶助基準 一般
単⾝︓し万円以下 ⼈︓し.ず万円 し⼈〜す⼈︓し.9万円 ず⼈︓じ.2万円 せ⼈以上︓じ.せ万円

□ 申請⽇ け 申請者及 申請者 同一 世帯 属 ⽅ 所有 ⾦融資産 合計額 基準額
×ず 上限100万円 以下 あ こ 再⽀給 際 基準額×し 上限す0万円 以下 あ こ

資産要件
単⾝︓じず.。万円 2⼈︓ず9.0万円 し⼈︓。じ.0万円 じ⼈以上︓100万円

□ 離職・廃業・再々延⻑ ⽅ ハローワークが公共職業安定所き 求職 申込 を 誠実 熱心
常⽤就職を目指 求職活 を⾏う

□ 国 雇⽤施策 給付が職業訓練受講給付⾦き⼜ ⾃治体等 実施 離職者等 対 住居 確
保を目的 類似 給付等を 申請者及 申請者 同一 世帯 属 ⽅ 受け い い

□ 申請者及 申請者 同一 世帯 属 ⽅ い 暴⼒団員 不当 ⾏為 防⽌等 関
法律が平成し年法律第せせ号き第2条第ず号 規定 暴⼒団員 い

■必要書類等
■必要書類
□ 住居確保給付⾦申請時確認書 様式1-1づ
□ ⽣活困窮者住居確保給付⾦⽀給申請書 様式1-1
□ 本⼈確認書類

運転免許証・住基カー ・住⺠票 等
□ 同一世帯 う 収入 あ 者 い 申請月

収入 確認
□同一世帯 う 申請⽇ ⾦融機関 全通帳 写
□求職者受付票 写
□賃貸借契約書 写 アパー 賃貸借契約書

■状態 応 必要 書類
住居喪失者

□ 入居予定住宅 関 状況通知書 様式2-1
住居喪失 そ あ 者

□ 入居 関 状況通知書 様式2-2
離職 廃業 者

□ 2年以内 離職⼜ 廃業 こ 確認 書類
雇⽤保険受給資格証明書 廃業届 等

□ 求職申込・雇⽤施策利⽤状況確認票
や を得 い休業等 状況 あ 者

□ 就業機会等 減少 比較・確認 書類
給与 明細 源泉徴収票 確定申告 写 等

※ そ 他 必要 応 書類 提出を求 場合 あ

問い合わ 先
さ ⽣活・仕事応援センター 電話︓01せ2-し。-12ず0

■受給 実施 い くこ
離職・廃業・再々延⻑ ⽅

月 回以上 ⾃⽴⽀援機関 ⾯接等を受け
月2回以上 公共職業安定所 職業相談等 実施
週1回以上 求⼈先へ応募等を こ う

休業等 ⽅
月 回以上 ⾃⽴⽀援機関 ⾯接等を受け
休業等 状況 い ⾃⽴⽀援機関 報告
⾃⽴⽀援機関 作成 プラン 基 活

※ 実施 い場合 ⽀給中⽌ 場合 あ

⽀給額等︓ ⽣活保護住宅扶助 基 く⽀給額を上限 収入 応 調整さ 額 上限あ を大
家等へ代理納付

⽀給期間︓ 月間 最大９ 月間 回 限 再⽀給 特例 可能 Ｒじ.ず月末 申請 限
⽀給額 ︓住宅扶助基準 基準額を超え 場合 以下 式

が基準額+ 月当 家賃額 賃貸借契約 記載さ 実際 家賃額きき－世帯収入

住居確保給付⾦ い


